
 

国連事務総長「ノーモア・ヒロシマ、ノーモア・ナガサキ」を訴える 

 

【国連 IPS＝タリフ・ディーン】 

 

日本への原子爆弾投下７０年を記念する演説で、核軍縮の必要性を声高に訴えてきた国連

の潘基文事務総長は、「ノーモア・ヒロシマ、ノーモア・ナガサキ」という両被爆都市が世

界に発信してきたスローガンに賛同を表明した。 

 

１９４５年８月６日の広島と、その３日後の長崎への原爆投下により、２０万人以上が放

射能の影響、爆風、熱線によって亡くなったという恐るべき数字について潘事務総長は語

った。 

 

さらに、第二次世界大戦終結以来、４０万人以上が、この核攻撃の影響によって亡くなり、

今も亡くなり続けている。 

 

A Hibakusha, one of the survivors of the atomic bombings in Hiroshima and Nagasaki, speaks at a 

special event commemorating Disarmament Week in October 2011. 
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潘事務総長はまた、「皆様が被爆の記憶を継承して下

さっているように、国際社会も核兵器が廃絶されるま

で尽力し続けなくてはなりません。」「国連は、７０年

前に創設されて以来、大量破壊兵器の廃絶を求め続け

てきました。」と語った。 

 

１９４６年１月に採択された国連総会の最初の決議

は、すべての大量破壊兵器を廃絶するという目標を定

めるものであった。 

 

「この目標を実現するまで、核兵器の危険性に関する

意識を世界中で喚起し、国際社会の緊急の対応を要請

するために、あらゆる機会を利用していきます。」と潘事務総長は語った。 

 

「アボリション２０００」調整委員会の委員で「核時代平和財団」ニューヨーク支部のア

リス・スレイター支部長は IPS の取材に対して、「７０年前のこの運命の日（８月６日）、

当時現存した２発の原爆のうちの一つが広島に投下され、８月９日には２発目の破滅的な

爆発が長崎の街を破壊しました。これによって、その年の末までに２２万人以上が亡くな

り、さらに数多くの人々が、放射線による汚染とその致命的な後遺症のためにその後も亡

くなっていったのです。」と語った。 

 

スレイター氏はまた、「こうした恐るべき事態が日本で起きたにも関わらず、現在でも地球

上には１万６０００発の核兵器があり、そのうち１０００発以外は米国とロシアが保有し

ています。」と指摘したうえで、「核兵器を抑制し廃絶するための法的枠組みは貧相なもの

です。核不拡散条約（NPT）で認められている５つの核兵器保有国である米国・英国・ロ

シア・フランス・中国は、４５年前の１９７０年に核兵器を廃絶する努力を誠実に行うと

約束したにも関わらず、依然として核抑止力に固執し、『安全』のために核兵器は必要だと

主張しています。」と語った。 

Ban Ki-Moon Davos 2011 Cropped 

by World Economic Forum 
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米国が提供する、核「抑止」という形での「安全保障」は、核同盟関係にある北大西洋条

約機構（NATO）加盟国や、アジア・太平洋地域の日本・オーストラリア・韓国など、多

くの国に拡大されている。 

 

「NPT 非加盟国であるインド、パキスタン、イスラエル、北朝鮮（NPT を脱退）は、核

兵器を製造するために、原子力の「平和」利用というファウスト的な取引を利用し、安全

のための核「抑止力」への依存を同じように主張しています。」とスレイター氏は語った。 

 

「（核兵器国以外の）世界の大半の国々は、核兵器国が、核軍縮を行うという約束を履行し

ないばかりか、核戦力を継続的に近代化し「改善」している現状に憤慨しています。」とス

レイター氏言う。米国は、今後３０年で１兆ドルかけて、新たな核兵器製造工場２か所と

核運搬手段や弾頭を製造するという。 

 

つい先月には、自由落下型の核爆弾

「B６１-１２」を使用した核バンカ

ーバスター弾頭の実験をネバダ州で

行ったばかりである。 

 

米国が新たに改修された核兵器を製

造するために多額の資金を投じてい
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るローレンス・リバモア国立研究所（カ

リフォルニア州北部）近くで、平和活動

家らが原爆投下７０周年の行事を開い

た。 

 

ローレンス・リバモア国立研究所は、米

核兵器備蓄における全ての核弾頭の設

計に関与してきた２つの研究所のうち

の一つである。 

 

核軍縮を長年推進してきた西部諸州法

律家財団（WSLF）は報道発表で、「米国が広島・長崎の人々に原爆を投下してから７０年、

核戦争の準備がローレンス・リバモア国立研究所で進行している。同研究所の２０１６会

計年度予算の実に８５％超が、核兵器向けとなっている。」と述べた。 

 

同研究所の科学者らは、空中発射の巡航ミサイルに替わる、新型の長距離スタンドオフ兵

器として（スタンドオフとは、敵の攻撃の射程圏外にある状態を指す：IPSJ）、改修型の

核弾頭を開発中である。 

 

「約１万６０００発の核兵器（そのうち９４％を米国とロシアで保有している）が人類に

受け入れがたい脅威を与えており、核の敵対状況が生まれる可能性がある場所の一つであ

る欧州の辺境で、核兵器の問題が再び中心的な課題になりつつあります。」とスレイター氏

は語った。 

 

核交戦が、事故、計算違い、あるいは狂気、いずれの理由で起きるのであれ、放射能汚染

と煤煙は国境を超えて拡大していくことになる。 

 

WSLF の声明はまた、「米国が今後３０年間で１兆ドルをかけて、核爆弾、弾頭、運搬手

段、インフラを『近代化』し、それを今後数十年維持しようと計画している。私たちの健

康、環境、倫理、民主主義、平和への見通し、人類生き残りへの確証など、それが人間に

及ぼすコストは計測不能である。」と指摘している。 
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「ここリバモア国立研究所に集った私たちは、核兵器予算を削減し、人間のニーズにそれ

を振り向けるよう要求する。この７０周年の日に、私たちはイラン核協議の妥結を歓迎し、

米国政府に対して、核兵器の普遍的な廃絶を達成すべく、時限を切ってこのプロセスを主

導するよう求める。」 

 

「発効後２５年の NPT を無期限延長することと引き換えに核保有国が１９９５年に約束

した、中東非大量破壊兵器地帯化に関する会議についてのエジプト提案を米国、英国、カ

ナダが拒絶して、５月に行われたばかりの NPT 運用検討会議は決裂に終わりました。し

かしこの会議では、非核保有国が大胆なステップをとりました。」とスレイターは語った。 

 

南アフリカ共和国は、核兵器を「持つ国」と「持たざる国」との間の現在の「安全保障」

システムにおける、容認しがたい核のアパルトヘイト状態に対して怒りを表明した。これ

は、少数者のための安全保障ドクトリンが全世界を人質に取るようなシステムである。 

 

The Atomic Bomb Dome in the Hiroshima Memorial Park in japan was designated UNESCO 

World Heritage site in 1996 資料：Freedom II Andres Imahinasyon/CC-BY-2.0 



ここ２年の間、ノルウェー、メキシコ、オーストリアで諸政府と市民社会による大きな会

議が３回開かれ、今回の NPT 会議の最後には１００か国以上が、核兵器の禁止・廃絶に

向けた法的欠落を埋めるための効果的手段を確定し追求することを謳ったオーストリア政

府主導の「人道の誓約」に署名した。 

 

世界が化学兵器や生物兵器に関してそうしたように、核の恐怖を絶対悪とみなし否定する

ために核兵器を禁止する条約の交渉に向かうよう、１１３か国が現在のところ呼びかけて

いる（www.icanw.org参照）。 

 

スレイター氏はまた、「核兵器の傘の下に守られている国々も、市民社会からのプレッシャ

ーによって『核を持つ悪魔』との同盟をあきらめ、『人道の誓約』に加わってくれることを

望んでいます。」と語った。 

 

「広島・長崎で起こった恐るべき出来事を世界中で記憶し記念するこの８月こそ、核兵器

禁止に踏み出すべき時です。（核兵器禁止条約締結に向けた）交渉を今こそ始めましょう！」

(08.06.2015) IPS Japan 

 

 

http://www.icanw.org/

